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１　総括

(1)　人件費の状況（普通会計決算）

(2)　職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

　　　２　職員数は、29年４月１日現在の人数である。

(3)　ラスパイレス指数の状況

253,300,832

28年度の人件費率　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ

　　計　Ｂ

千円

横浜市の給与・定員管理等について

区　分 住民基本台帳人口 歳出額 実質収支 人件費 人件費率 （参考）

29年度 人　　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％ ％

（30年１月１日）

3,737,845 1,682,028,520 13,056,042 348,322,856 20.7% 12.9

区　分 職員数 給　　　　　　　　与　　　　　　　　費 （参考）
一人当たり給与費
Ｂ／Ａ

（参考）
指定都市平均一人当
たり給与費Ａ 給　 料 職員手当 期末･勤勉手当

29年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円

横浜市 指定都市平均

　　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には
　　　　当該職員を含んでいない。

全国市平均

千円

35,980

　横浜市は、特殊勤務手当など諸手当の引下げを他都市に先駆けて行ってきたため、給料月額（本給）のみで算出するラ
スパイレス指数は高い指数となりやすい傾向がありますが、実際に職員に支給される諸手当を含めた平均給与月額では、
指定都市の平均を下回る水準となっています（３頁上段参照）。

7,040 6,962

　（注）１　　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数
　　　　　　（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を
　　　　　　100として計算した指数。

140,140,220 46,060,373 67,100,239

　    　２　　（）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域
　　　　　　手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて
　　　　　　補正したラスパイレス指数。（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の
　　　　　　指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。）

　　　　３　　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　　※　　平成30年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続で
　　　　上昇している場合、③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み
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(4)　給与改定の状況

①月例給

　　　　　　　

②特別給（期末・勤勉手当）

　　　　　　　

(5)　給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

[　実施　未実施　]

実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、その理由））

②地域手当の見直し

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

③その他の見直し内容

(6)　特記事項

給与改定率

Ａ

（参考）

民間給与 公務員給与 較差区　分

人事委員会の勧告

勧　告

386,426 634 0.16% 0.16%

国の改定率

Ｂ Ａ－Ｂ （改定率）

0.16%

（0.16％）

30年度 387,060

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した平均給
     与月額である。

区　分

人事委員会の勧告

年間支給月数

（参考）

民間の支給割合 公務員の 較差 勧　告 国の年間

Ａ 支給月数　 　Ｂ Ａ－Ｂ （改定月数） 支給月数

30年度 4.49月 4.45月 0.04月 0.05月 4.50月 4.45月

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は、期末手
     当及び勤勉手当の年間支給月数である。

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組むとさ
れている。

（給料表の改定実施時期）平成28年４月１日
（内容）行政職員給料表について、平均3.25％の引下げ。経過措置はなし。

（支給割合）国基準16％に対し、横浜市においても16％を支給。
（実施時期）平成28年４月１日より実施。

12.26% 12.57% 16%

　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施（平成28年４月１日）

12.26%

（参考）

平成26年度の
支給割合

平成27年度の支給割合
見直し後の支給割合

（H28.4.1～）
４月１日時点 遡及改定後

16%国基準による支給割合 12% 13% 15%

横浜市の支給割合

　特になし
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1)　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（30年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国比較ベース）

参　　考

―

区　分

横浜市 40.5 313,469 421,922 381,335

神奈川県 43.3 333,447 440,972 393,957

国 43.5 329,845 ― 410,940

指定都市 41.8 319,966 427,624 379,849

区　分

公　務　員

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額 平均給与月額

（Ａ） （国比較ベース）

横浜市 47.9 2,776 324,060 412,011 388,323

うち清掃職員 45.1 1,218 308,990 410,935 373,986

うち学校給食職員 51.3 394 345,192 415,499 406,603

うち守衛 44.2 16 313,325 416,671 373,821

うち用務員 50.3 627 333,756 406,798 396,583

うち自動車運転手 54.2 29 336,110 444,803 404,824

神奈川県 56.1 260 351,807 426,390 403,965

国 50.7 2,553 286,817 ― 328,637

指定都市 49.8 1,072 320,394 404,205 376,933

対応する
民間の

類似職種
平均年齢

平均給与月額
Ａ／Ｂ

年収ベース（試算値）の比較
Ｃ／Ｄ

（Ｂ） 公務員（Ｃ） 民間（Ｄ）

横浜市 ― ― ― ― ―

区　分

県内民間企業（※）

―

うち清掃職員
廃棄物処理
業従業員

45.8 293,000 1.40 6,638,326 4,038,000 1.64

うち学校給食職員 調理士 41.6 284,600 1.46 6,834,791 3,797,100 1.80

6,685,174 2,808,700 2.38

うち守衛 守衛 58.2 285,600 1.46 6,833,856

240,500 1.85 7,002,937

3,894,400 1.75

うち用務員 用務員 55.6 207,200 1.96

2,980,900 2.35

※　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成27年～29年の３か年平均）
　　なお、廃棄物処理従業員及び用務員については、都道府県別の数値が公表されていないため、全国平均のデータを使用し
　　ている。
※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているもので
　　はない。
※　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員におい
　　ては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

うち自動車運転手
自家用乗用

自動者運転者 56.3
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　　　③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

(2)　職員の初任給の状況（30年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

(3)　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（30年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

区　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

横浜市 ― ― ―

うち高等（特別支援）学校 44.3 363,304 458,199

うち小・中学校 38.4 337,249 421,680

神奈川県 ― ― ―

うち高等（特別支援）学校 44.2 358,285 445,393

うち小・中学校 40.6 343,745 420,795

指定都市 ― ― ―

うち高等（特別支援）学校 45.2 374,610 459,127

うち小・中学校 41.5 348,988 419,001

（注）　
　１　「平均給料月額」とは、30年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての
      諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
      　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除い
　　　たもの）で算出している。

区　　　　　分 横浜市 神奈川県 国

一般行政職
大　学　卒 176,100 185,800 179,200

高　校　卒 144,800 151,500 147,100

技能労務職 中　学　卒 140,400 140,400 －

教育職 大　学　卒 203,700 207,500 －

区　　　　　分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

高　校　卒 209,038

中　学　卒

一般行政職
大　学　卒 266,121

186,205
技能労務職

411,952

高　校　卒 230,207 321,429 366,743 386,254

366,881 393,282

― ―

310,571 358,985 368,363

360,314270,450 319,741

313,713

教育職 ― ― ―

393,135 423,542 443,094

うち小・中学校 大　学　卒 303,873 387,261 403,604 427,360

うち高等（特別支援）学校 大　学　卒
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

(1)　一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（30年４月１日現在）

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

（注）１　横浜市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

　　　３　この表における一般行政職は、「平成30年地方公務員給与実態調査」の職務区分による。

  

区　分 標準的な職務内容 職員数 構成比
１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

１　級
職員Ⅰ（基礎的な知識・技術又は経験により業務
を行う職務）

2,330 19.7 125,900 293,600

２　級
職員Ⅱ（高度の知識・技術又は経験を必要とする
職務）

3,639 30.7 197,200 347,500

３　級
職員Ⅲ（特に高度な知識・技術又は経験を必要と
する職務）

2,626 22.2 220,700 385,600

４　級
係長の職務又はこれに準ずるものと認められる職
務

1,808 15.3 240,600 409,800

５　級 課長補佐の職務 449 3.8 265,600 421,300

６　級
課長の職務又はこれに準ずるものと認められる職
務

732 6.2 318,500 495,300

７　級
部長の職務又はこれに準ずるものと認められる職
務

206 1.7 456,500 533,600

８　級
局長若しくは区長の職務又はこれに準ずるものと
認められる職務

62 0.5 543,800 625,800

19.7% 20.2% 19.7% 

30.7% 30.4% 
26.8% 

22.2% 22.4% 
25.3% 

15.3% 15.1% 14.9% 

3.8% 3.5% 4.2% 

6.2% 6.2% 6.7% 
1.7% 1.7% 1.8% 

0.5% 0.5% 0.6% 

0%
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60%

70%
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(2)　国との給料表カーブ比較（行政職（一））（30年４月１日現在）
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(3)　昇給への人事評価の活用状況（横浜市）

平成30年4月2日から平成31年4月1日までにおける運用 管理職員 一般職員

　イ　　人事評価を活用している

活用している昇給区分 昇給可能な区分
昇給実績がある区

分
昇給可能な区分

昇給実績がある区
分

上位、標準、下位の区分 ○ ○ ○ ○

上位、標準の区分

標準、下位の区分

標準の区分のみ（一律）

　ロ　　人事評価を実施していない

活用予定時期
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４　職員の手当の状況

(1)　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（29年度支給割合） （29年度支給割合） （29年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・職務段階別加算　５～20％ ・役職加算　５～20％ ・役職加算　５～20％

・管理職加算　13～25％ ・管理職加算　10～20％ ・管理職加算　10～25％

（注）(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

○勤勉手当への人事評価の活用状況（横浜市）

(2)　退職手当（30年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

その他の加算措置 その他の加算措置

・定年前早期退職特例措置（２～20％加算） ・定年前早期退職特例措置（２～45％加算）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、29年度に退職した職員に支給された平均額である。

横　浜　市 神　奈　川　県 国

１人当たり平均支給額（29年度） １人当たり平均支給額（29年度）
―

1,951 1,754

2.65 1.80 2.60 1.80 2.60 1.80

1.45 0.90 1.45 0.85 1.45 0.85

平成30年度中における運用 管理職員 一般職員

　イ　　人事評価を活用している

活用している成績率
支給可能な成績

率
支給実績がある成

績率
支給可能な成績

率
支給実績がある成

績率

上位、標準、下位の成績率 ○ ○ ○ ○

上位、標準の成績率

標準、下位の成績率

標準の成績率のみ（一律）

　ロ　　人事評価を実施していない

活用予定時期

横　浜　市 国

18.368 27.397 19.6695 24.586875

27.788 35.397 28.0395 33.27075

39.7575 47.709 39.7575 47.709

39.7575 47.709 47.709 47.709

603 22,040
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(3)　地域手当

（30年４月１日現在）

千円

　円

％ 人 ％

(4)　特殊勤務手当（30年４月１日現在）

千円

　円

　％

23,922,113

670,651

44.7

71,374 千円

30,365 千円

13,251 千円

支給実績（29年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算）

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度(支給率)

全職員 16.00 1635,670

支給実績（29年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算）

1,116,329

69,376

職員全体に占める手当支給職員の割合（29年度）

手当の種類（手当数） 7

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（29年度決算）
左記職員に対する支給単価

外国勤務手当
フランクフルト・ムンバ
イ事務所に勤務する職員

業務に従事

在外公館の名称及び位置
並びに在外公館に勤務す
る外務公務員の給与に関
する法律の規定により支
給されることとなる在勤
基本手当、住居手当、配
偶者手当及び子女教育手
当の月額の合計(在勤基本
手当及び配偶者手当は法
の規定による額の80％）

環境整備業務手当
一定の事務所等に勤務す
る職員

一般廃棄物の収集、運
搬、処分等その他の環境
整備に関する業務

日額　100～260円

緊急走行等業務手当
火災、救急業務に係る事
故その他の災害等に出動
した消防吏員

消防用自動車及び救急用
自動車による道路交通法
施行令第14条に定めると
ころによる緊急の用務の
ための運転の業務

従事した回数１回につき
300円

消防特殊業務手当
身体、生命に危険のおそ
れがあると認められる業
務に従事する消防職員

特殊な消火活動
従事した回数１回につき
340円

高所等での活動
従事した回数１回につき
220円・320円

潜水での活動
従事した回数１回につき
310円～1,500円

有毒ガス発生状況下での
活動

従事した回数１回につき
250円

危険な場所での救助活動
従事した回数１回につき
210円

66,548 千円

胸骨圧迫心マッサージ
従事した回数１回につき
300円

特殊な傷病者への接触
従事した回数１回につき
200円

救急救命処置
従事した回数１回につき
510円

死体取扱業務
従事した回数１回につき
1,000～2,000円
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(5)　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

千円

12,435 千円

8,578,015

12 千円

ヘリコプター業務手当
横浜ヘリポート等飛行関
連の職員

ヘリコプターの操縦業務 日額900円～3,700円

ヘリコプターの整備業務 日額1,700円・1,300円

ヘリコプターの搭乗作業
業務に従事

従事した回数１回につき
2,200円・2,860円

教員特殊業務手当

小学校、中学校、義務教
育学校、高等学校及び特
別支援学校に勤務する教
育職員

学校の管理下において行
われる部活動、対外運動
競技等又は学校行事とし
て行われる保健・安全的
行事における生徒に関す
る指導業務で、勤務を要
しない日若しくは休日又
はその他の日の正規の勤
務時間外に行うもの

日額　1,000円～5,000円

災害応急対策
等派遣手当

災害対策基本法第２条第１号に規定する災害が発生
した国内の本市の区域外に派遣され、災害応急対策
又は災害復旧のための業務に従事した職員

日額　840円・1,680円

国際緊急援助隊の派遣に関する法律の規定に基づく
国際緊急援助隊の活動が行われる海外の地域に派遣
され、同法第２条に規定する国際緊急援助活動に従
事した職員

日額　4,000円

922,343

支給実績（29年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（29年度決算）

支給実績（28年度決算）

437

8,688,209

424

職員１人当たり平均支給年額（28年度決算）

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理
　　　職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。
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(6)　その他の手当（30年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

4,910,312

2,148,660

3,015,162

1,918,826

118,117

128,798

679,223

216,156

217,629

9,011

971,637 千円 59,361

2,316 千円

国の制度と
異なる内容

支給実績
（29年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額

（29年度決算）

扶養手当
扶養親族１人につき5,000円～
12,500円を支給（月額）

異なる 支給額 千円

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

通勤手当

通勤のため交通機関等を利用する
職員に対して、１か月に要する運
賃等の額に応じて55,000円を限度
に支給（月額)
通勤のため交通用具を使用する職
員に対して、距離に応じて2,000円
～32,100円を支給（月額）

異なる
支給基準

及び
支給額

千円

住居手当

借家・借間に居住する職員（40歳
未満）に対して、19,600円を支給
（月額）
※経過措置により30年度は40歳以
上の職員に対して、1,800円を支給
（月額）

異なる
支給基準

及び
支給額

千円

千円

管理職手当

管理又は監督の地位にある職員に
対して、その職の特殊性に基づ
き、40,000円～156,000円を支給
（月額）

異なる 支給額 千円

88,266

1,552,026

夜勤手当

正規の勤務時間として午後10時か
ら翌日の午前５時までの間に勤務
を命ぜられた職員に対して、勤務
１時間につき、勤務１時間当たり
の給与額の25/100を支給

初任給調整手当
医師・歯科医師、看護師等に対し
て一定期間1,600円～216,000円を
支給（月額）

異なる
支給基準

及び
支給額

日直・宿直手当

正規の勤務時間以外の時間及び休
日において、庁舎、設備、備品、
書類等の保全、外部との連絡及び
庁内の監視に従事した職員に対し
て（日直）、庁舎に宿泊して、日
直と同様の業務に従事した職員に
対して（宿直）、勤務１回につき
6,400円を支給
ただし、従事した時間が５時間未
満の場合は3,200円（日直に限る）
を支給

異なる 支給額 千円48,192

同じ －
10頁（5）時間外勤務
手当に含む

休日給

正規の勤務時間内に休日勤務した
職員に対して、勤務１時間につ
き、勤務１時間当たりの給与額の
135/100を支給

同じ －
10頁（5）時間外勤務
手当に含む

10頁（5）時間外勤務
手当に含む

10頁（5）時間外勤務
手当に含む

義務教育等教員
特別手当

小学校、中学校、義務教育学校、
高等学校及び特別支援学校に勤務
する教育職員に対して、2,000円～
8,000円を支給（月額）

管理職員
特別勤務手当

臨時又は緊急の必要その他の公務
の運営の必要により、週休日等
（勤務を要しない日又は休日）及
び週休日等以外の日の午前零時か
ら午前５時までの間において、勤
務した管理又は監督の地位にある
職員に対して、職位と勤務した時
間に応じて3,000円～18,000円を支
給

同じ －
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５　特別職の報酬等の状況（30年４月１日現在）

円

円

円

円

円

月分

月分

　　（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

区 分 給　料　月　額　等

給

料

（参考）指定都市における最高／最低額

市 長 1,599,000 1,599,000 円　／ 500,000 円　　

副 市 長 1,285,000 1,285,000 円　／ 792,000 円　　

報

酬

議 長 1,179,000 1,179,000 円　／ 779,000

議 員 953,000 953,000 円　／

円　　

副 議 長 1,061,000 1,061,000 円　／ 703,000 円　　

648,000 円　　

期
末
手
当

市 長 　　（29年度支給割合）

副 市 長 4.45

議 長 　　（29年度支給割合）

副 議 長 4.45

議 員

退
職
手
当

市 長 　　1,599,000×在職月数×0.448 34,384,896円 任期毎

副 市 長 　　1,285,000×在職月数×0.345 21,279,600円 任期毎

（注）退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝48月）勤めた
　　場合における退職手当の見込額である。
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６　職員数の状況

(1)　部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

＜参考＞

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

＜参考＞

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

＜参考＞

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数 対前年
増減数

主 な 増 減 理 由
平成29年 平成30年

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議会 52 56 4

税務 1,144 1,154 10

総務 3,172 3,168 ▲ 4

労働 26 25 ▲ 1

農林水産 119 122 3

商工 202 195 ▲ 7

土木 2,190 2,239 49

民生 4,337 4,351 14

衛生 3,515 3,517 2

計 14,757 14,827 70

39.67

45.05

教育部門 17,678 17,670 ▲ 8

消防部門 3,545 3,579 34 組織体制強化

小　計 35,980 36,076 96

96.52

107.2

公
営
企
業
等
会
計
部
門

病院 2,132 2,123 ▲ 9

水道 1,390 1,388 ▲ 2

交通 2,430 2,467 37 組織体制強化・常勤再任用職員の配置

下水道 810 806 ▲ 4

その他 778 820 42

小　計
7,540 7,604 64

合　　計
43,520 43,680 160

[44,704 ］ [44,800 ］ [96］ 116.86

組織体制強化

組織体制強化・常勤再任用職員の配置
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(2)　年齢別職員構成の状況（30年４月１日現在）

　

(3) 職員数の推移

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

16,748 ( 62.2%)

7,604 385 ( 5.3%)

総合計 26,932 27,186 27,435 27,807 43,520 43,680

公営企業等会計計 7,219 7,357 7,323 7,405 7,540

( 4.7%)

普通会計計 19,713 19,829 20,112 20,402 35,980 36,076 16,363 ( 83.0%)

15,193 ( 613.4%)

消防 3,419 3,415 3,444 3,512 3,545 3,579 160

14,827 1,010 ( 7.3%)

教育 2,477 2,497 2,487 2,506 17,678 17,670

一般行政 13,817 13,917 14,181 14,384 14,757

（単位：人・％）

           　　年度
　部門別

25年 26年 27年 28年 29年 30年
過去５年間の
増減数（率）

4,643 4,342 4,611 4,380 1,345 43,680

人 人 人

139 1,991 4,091 4,837 4,654 4,412 4,235

人 人 人 人 人 人

51歳 55歳 59歳 以上

職員数
人 人 人 人

計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳

～ ～ ～ ～ ～ ～

48歳 52歳 56歳 60歳

～ ～ ～ ～

区　分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳

0

2

4

6

8

10

12

14

16

20

歳

未

満

20

|

23

歳

24

|

27

歳

28

|

31

歳

32

|

35

歳

36

|

39

歳

40

|

43

歳

44

|

47

歳

48

|

51

歳

52

|

55

歳

56

|

59

歳

60

歳

以

上

構成比
５年前の構成比

)％(
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７　公営企業職員の状況

(1)　水道事業

  　①　職員給与費の状況

ア　決算

（参考）

（注）１　資本勘定支弁職員に係る職員給与費2,012,738千円を含まない。

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

　　　２　職員数は、30年３月31日現在の人数である。

イ　 特記事項

なし

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（30年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

③　職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

.

（29年度支給割合） （29年度支給割合）

期末手当　 勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・職務段階別加算　５～20％ ・職務段階別加算　５～20％

・管理職加算　25％ ・管理職加算　13～25％

（注）(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

　指定都市（水道事業）の１人当たり平均支給額は、1,669千円となっている。

区　分 総費用
純損益又は
実質収支

職員給与費
総費用に占める職
員給与費比率

28年度の総費用に占め
る職員給与費比率Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

29年度 千円 千円 千円 ％ ％

71,706,603 10,276,736 11,551,002 16.1 16.5

区　分 職員数 給　　　　　　　　与　　　　　　　　費 一人当たり （参考）指定都市水道
事業平均一人当たり給
与費Ａ 給　 料 職員手当 期末･勤勉手当 　　計　Ｂ 給与費 Ｂ／Ａ

29年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

1,544 5,816,066 2,101,209 2,729,281 10,646,556 6,895 6,757

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

横浜市（水道事業） 44.6 397,595 631,606

指定都市（水道事業） 45.2 367,821 562,708

横浜市（水道事業） 横浜市（一般行政職）

１人当たり平均支給額（29年度） １人当たり平均支給額（29年度）

1,769 千円　 1,951 千円　

2.65 1.80 2.65 1.80

1.45 0.90 1.45 0.90
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イ　退職手当（30年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

その他の加算措置 その他の加算措置

・定年前早期退職特例措置（２～20％加算） ・定年前早期退職特例措置（２～20％加算）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、29年度に退職した職員に支給された平均額である。

　指定都市（水道事業）の１人当たり平均支給額は、19,880千円となっている。

ウ　地域手当（30年４月１日現在）

千円

　円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（30年４月１日現在）

千円

　円

　％

千円

千円

千円

千円

（注）１　時間外勤務手当には、休日給及び夜勤手当を含む。

横浜市（水道事業） 横浜市（一般行政職）

18.368 27.397 18.368 27.397

27.788 35.397 27.788 35.397

39.7575 47.709 39.7575 47.709

39.7575 47.709 39.7575 47.709

4,030 21,199 603 22,040

支給実績（29年度決算） 967,037

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 624,701

支給対象地域 支給率 支給対象職員数
一般行政職の制度

（支給率）

全職員 16.00 1,548 16.00

支給実績（29年度決算） 0

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 0

職員全体に占める手当支給職員の割合（29年度） 0.0

手当の種類（手当数） 1

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（29年度決算）
左記職員に対する支給単価

災害応急対策等派遣手当

災害対策基本法に規定す
る災害が発生した国内の
本市の区域以外の地域に
派遣又は国際緊急援助隊
の派遣に関する法律の規
定に基づく国際緊急援助
隊の活動が行われる海外
の地域に派遣された職員

災害応急対策、災害復旧
のための業務又は国際緊
急援助隊の派遣に関する
法律に規定する国際緊急
援助活動に従事

0 千円 日額　840円～4,000円

オ　時間外勤務手当

支給実績（29度決算） 648,360

職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 437

支給実績（28年度決算） 643,521

職員１人当たり平均支給年額（28年度決算） 445

　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理
      職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。
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カ　その他の手当（30年４月１日現在）  

円

円

円

円

円

円

（注）「③職員の手当の状況」における一般行政職とは、公営企業職員を除く横浜市職員をいう。

手　当　名 内容及び支給単価
一般行政職
の制度との

異同

一般行政職の
制度と異なる

内容

支給実績
（29年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額

（29年度決算）

扶養手当
扶養親族１人につき5,000円～
12,500円を支給（月額）

同じ － 175,387 千円 247,373

千円 156,449

住居手当

借家・借間に居住する職員（40歳
未満）に対して、19,600円を支給
（月額）
※経過措置により30年度は40歳以
上の職員に対して、1,800円を支給
（月額）

同じ － 35,685 千円

同じ － 39,986 千円

149,310

通勤手当

通勤のため交通機関等を利用する
職員に対して、１か月に要する運
賃等の額に応じて55,000円を限度
に支給（月額)
通勤のため交通用具を使用する職
員に対して、距離に応じて2,000円
～32,100円を支給（月額）

同じ － 235,769

727,018

単身赴任手当

異動又は勤務場所の移転に伴い、
移転後の勤務場所へ通勤すること
が困難である等の職員に対し、
30,000円を支給（月額）
また、距離に応じ8,000円～70,000
円を加算する。

同じ － 2,664 千円 532,800

管理職手当

管理又は監督の地位にある職員に
対して、その職の特殊性に基づ
き、48,000円～156,000円を支給
（月額）

休日給

正規の勤務時間内に休日勤務した
職員に対して、勤務１時間につ
き、勤務１時間当たりの給与額の
135/100を支給

同じ －
16頁「オ　時間外勤

務手当」に含む
16頁「オ　時間外勤

務手当」に含む

夜勤手当

正規の勤務時間として午後10時か
ら翌日の午前５時までの間に勤務
を命ぜられた職員に対して、勤務
１時間につき、勤務１時間当たり
の給与額の25/100を支給

同じ －
16頁「オ　時間外勤

務手当」に含む
16頁「オ　時間外勤

務手当」に含む

管理職員
特別勤務手当

臨時又は緊急の必要その他の公務
の運営の必要により、休業日（勤
務を要しない日又は休日）及び休
業日以外の日の午前０時から午前
５時までの間において１時間以上
勤務した管理又は監督の地位にあ
る職員に対して、4,000円～18,000
円を支給

同じ － 0 千円 0
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(2)　工業用水道事業

  　①　職員給与費の状況

ア　決算

（参考）

（注）１　資本勘定支弁職員に係る職員給与費20,293千円を含まない。

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

　　　２　職員数は、30年３月31日現在の人数である。

イ　 特記事項

なし

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（30年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

③　職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

（29年度支給割合） （29年度支給割合）

期末手当　 勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・職務段階別加算　５～20％ ・職務段階別加算　５～20％

・管理職加算　25％ ・管理職加算　13～25％

（注）(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

　指定都市（工業用水道事業）の１人当たり平均支給額は、1,699円となっている。

区　分 総費用
純損益又は
実質収支

職員給与費
総費用に占める職
員給与費比率

28年度の総費用に占め
る職員給与費比率Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

29年度 千円 千円 千円 ％ ％

2,058,086 805,638 240,333 11.7 10.5

区　分 職員数 給　　　　　　　　与　　　　　　　　費 一人当たり （参考）指定都市工業
用水道事業平均一人当
たり給与費Ａ 給　 料 職員手当 期末･勤勉手当 　　計　Ｂ 給与費 Ｂ／Ａ

29年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

29 110,938 29,782 53,082 193,802 6,683 6,874

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

横浜市（工業用水道事業） 43.1 409,169 625,539

指定都市（工業用水道事業） 46.6 377,491 573,076

横浜市（工業用水道事業） 横浜市（一般行政職）

１人当たり平均支給額（29年度） １人当たり平均支給額（29年度）

1,830 千円　 1,951 千円　

2.65 1.80 2.65 1.80

1.45 0.90 1.45 0.90
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イ　退職手当（30年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

その他の加算措置 その他の加算措置

・定年前早期退職特例措置（２～20％加算） ・定年前早期退職特例措置（２～20％加算）

※　退職手当はすべて水道事業会計で支出し、工業用水道事業では負担金を支払っているため退職手当は支給していない。

ウ　地域手当（30年４月１日現在）

千円

　円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（30年４月１日現在）

千円

　円

　％

千円

千円

千円

千円

（注）１　時間外勤務手当には、休日給及び夜勤手当を含む。

横浜市（工業用水道事業） 横浜市（一般行政職）

18.368 27.397 18.368 27.397

27.788 35.397 27.788 35.397

39.7575 47.709 39.7575 47.709

39.7575 47.709 39.7575 47.709

77 406 603 22,040

支給実績（29年度決算） 18,437

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 635,742

支給対象地域 支給率 支給対象職員数
一般行政職の制度

（支給率）

全職員 16.00 29 16.00

支給実績（29年度決算） 0

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 0

職員全体に占める手当支給職員の割合（29年度） -

手当の種類（手当数） 1

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（29年度決算）
左記職員に対する支給単価

災害応急対策等派遣手当

災害対策基本法に規定す
る災害が発生した国内の
本市の区域以外の地域に
派遣又は国際緊急援助隊
の派遣に関する法律の規
定に基づく国際緊急援助
隊の活動が行われる海外
の地域に派遣された職員

災害応急対策、災害復旧
のための業務又は国際緊
急援助隊の派遣に関する
法律に規定する国際緊急
援助活動に従事

0 千円 日額　840円～4,000円

オ　時間外勤務手当

支給実績（29年度決算） 5,966

職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 221

支給実績（28年度決算） 5,648

職員１人当たり平均支給年額（28年度決算） 209

　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理
      職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。
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カ　その他の手当（30年４月１日現在）  

円

円

円

円

円

円

（注）「③職員の手当の状況」における一般行政職とは、公営企業職員を除く横浜市職員をいう。

手　当　名 内容及び支給単価
一般行政職
の制度との

異同

一般行政職の
制度と異なる

内容

支給実績
（29年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額

（29年度決算）

扶養手当
扶養親族１人につき5,000円～
12,500円を支給（月額）

同じ － 3,655 千円 261,036

千円 175,745

住居手当

借家・借間に居住する職員（40歳
未満）に対して、19,600円を支給
（月額）
※経過措置により30年度は40歳以
上の職員に対して、1,800円を支給
（月額）

同じ － 655 千円

同じ － 636 千円

218,332

通勤手当

通勤のため交通機関等を利用する
職員に対して、１か月に要する運
賃等の額に応じて55,000円を限度
に支給（月額)
通勤のため交通用具を使用する職
員に対して、距離に応じて2,000円
～32,100円を支給（月額）

同じ － 4,569

636,000

単身赴任手当

異動又は勤務場所の移転に伴い、
移転後の勤務場所へ通勤すること
が困難である等の職員に対し、
30,000円を支給（月額）
また、距離に応じ8,000円～70,000
円を加算する。

同じ － 0 千円 0

管理職手当

管理又は監督の地位にある職員に
対して、その職の特殊性に基づ
き、48,000円～156,000円を支給
（月額）

休日給

正規の勤務時間内に休日勤務した
職員に対して、勤務１時間につ
き、勤務１時間当たりの給与額の
135/100を支給

同じ －
19頁「オ　時間外勤

務手当」に含む
19頁「オ　時間外勤

務手当」に含む

夜勤手当

正規の勤務時間として午後10時か
ら翌日の午前５時までの間に勤務
を命ぜられた職員に対して、勤務
１時間につき、勤務１時間当たり
の給与額の25/100を支給

同じ －
19頁「オ　時間外勤

務手当」に含む
19頁「オ　時間外勤

務手当」に含む

管理職員
特別勤務手当

臨時又は緊急の必要その他の公務
の運営の必要により、休業日（勤
務を要しない日又は休日）及び休
業日以外の日の午前０時から午前
５時までの間において１時間以上
勤務した管理又は監督の地位にあ
る職員に対して、4,000円～18,000
円を支給

同じ － 0 千円 0
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(3) 自動車事業

  　①　職員給与費の状況

ア　決算

（参考）

（注）１　資本勘定支弁職員に係る職員給与費はなし。

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、30年３月31日現在の人数である。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（30年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

（うちバス事業運転手）

歳 人 円 円

歳 人 円 円

歳 円 円 円

区　分 総費用
純損益又は
実質収支

職員給与費
総費用に占める職
員給与費比率

28年度の総費用に占め
る職員給与費比率Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

29年度 千円 千円 千円 ％ ％

20,144,251 630,942 13,646,464 67.7% 68.6

区　分 職員数 給　　　　　　　　与　　　　　　　　費 一人当たり （参考）
指定都市バス事業平均
一人当たり給与費Ａ 給　 料 職員手当 期末･勤勉手当 　　計　Ｂ 給与費 Ｂ／Ａ

29年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

1,379 4,907,517 2,968,509 1,581,850 9,457,876 6,859 7,223

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

横浜市（自動車事業） 47.8 350,616 602,483

指定都市（バス事業）平均 48.2 349,089 593,619

区　　分

公　務　員

平均年齢 職員数 基本給
平均月収額

県内民間企業 参　　考

対応する
民間の
類似職種

平均年齢

（Ａ）

横浜市 48.2 1,119 343,292 593,169

Ｃ／Ｄ
（Ｂ） 公務員（Ｃ） 民間（Ｄ）

指定都市平均 48.6 502 339,365 583,503

区　　分

1.29 7,118,028

平均月収額
Ａ／Ｂ

年収ベース（試算値）の比較

5,508,000 1.29

※　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成27年～29年の３
　か年平均）
※　民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。
※　平均月収額には、期末・勤勉手当（民間は年間賞与）等を含む。
※　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍した試算値であ
　る。

横浜市 営業用バス運転手 49.7 459,000
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③　職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

（29年度支給割合） （29年度支給割合）

期末手当　 勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・職務段階別加算　５～20％ ・職務段階別加算　５～20％

・管理職加算　13～25％ ・管理職加算　13～25％

（注）(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

　指定都市（バス事業）の１人当たり平均支給額は、1,554千円となっている。

イ　退職手当（30年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

その他の加算措置 その他の加算措置

・定年前早期退職特例措置（２～20％加算） ・定年前早期退職特例措置（２～20％加算）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、29年度に退職した職員に支給された平均額である。

　指定都市（バス事業）の１人当たり平均支給額は、14,803千円となっている。

ウ　地域手当（30年４月１日現在）

千円

　円

％ 人 ％

横浜市（自動車事業） 横浜市（一般行政職）

１人当たり平均支給額（29年度） １人当たり平均支給額（29年度）

1,708 千円　 1,951 千円　

2.65 1.80 2.65 1.80

1.45 0.90 1.45 0.90

横浜市（自動車事業） 横浜市（一般行政職）

18.368 27.397 18.368 27.397

27.788 35.397 27.788 35.397

39.7575 47.709 39.7575 47.709

39.7575 47.709 39.7575 47.709

995 17,064 603 22,040

支給実績（29年度決算） 826,390

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 581,146

支給対象地域 支給率 支給対象職員数
一般行政職の制度

（支給率）

全職員 16.00 1,460 16.00
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エ　特殊勤務手当（30年４月１日現在）

千円

　円

　％

千円

千円

千円

千円

（注）１　時間外勤務手当には、休日給及び夜勤手当を含む。

カ　その他の手当（30年４月１日現在）

円

円

円

円

円

（注）「③職員の手当の状況」における一般行政職とは、公営企業職員を除く横浜市職員をいう。

支給実績（29年度決算） 0

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 0

職員全体に占める手当支給職員の割合（29年度） -

手当の種類（手当数） なし

オ　時間外勤務手当

支給実績（29年度決算） 1,581,850

職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 1,109

支給実績（28年度決算） 1,726,954

職員１人当たり平均支給年額（28年度決算） 1,242

　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理
      職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

手　当　名 内容及び支給単価
一般行政職
の制度との

異同

一般行政職の
制度と異なる

内容

支給実績
（29年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額
（29年度決算）

千円 15,346

扶養手当
扶養親族１人につき5,000円～
12,500円を支給（月額）

同じ － 247,478 千円

同じ － 146,708 千円

179,462

住居手当

借家・借間に居住する職員（40歳
未満）に対して、19,600円を支給
（月額）
※経過措置により30年度は40歳以
上の職員に対して、1,800円を支給
（月額）

同じ － 21,162

106,387

管理職手当

管理又は監督の地位にある職員に
対して、その職の特殊性に基づ
き、48,000円～156,000円を支給
（月額）

同じ － 9,947 千円 765,154

通勤手当

通勤のため交通機関等を利用する
職員に対して、１か月に要する運
賃等の額に応じて55,000円を限度
に支給（月額)
通勤のため交通用具を使用する職
員に対して、距離に応じて2,000
円～32,100円を支給（月額）

休日給

正規の勤務時間に休日勤務した職
員に対して、勤務１時間につき、
勤務１時間当たりの給与額の
100/100を支給

異なる 支給割合
上記「オ　時間外勤
務手当」に含む

上記「オ　時間外勤
務手当」に含む

夜勤手当

正規の勤務時間として午後10時か
ら翌日の午前５時までの間に勤務
を命ぜられた職員に対して、勤務
１時間につき、勤務１時間当たり
の給与額の25/100を支給

同じ －
上記「オ　時間外勤
務手当」に含む

上記「オ　時間外勤
務手当」に含む

管理職員
特別勤務手当

臨時又は緊急の必要その他の公務
の運営の必要により、勤務を要し
ない日又は休日及び公休日以外の
日の午前零時から午前５時までの
間において１時間以上勤務した管
理又は監督の地位にある職員に対
して、4,000円～18,000円を支給

同じ － 0 千円 0
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(4)　高速鉄道事業

  　①　職員給与費の状況

ア　決算

（参考）

（注）１　資本勘定支弁職員に係る職員給与費1,189,480千円を含まない。

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、30年３月31日現在の人数である。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（30年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

（うち鉄軌道事業運転手）

歳 人 円 円

歳 円 円 円

区　分 総費用
純損益又は
実質収支

職員給与費
総費用に占める職
員給与費比率

28年度の総費用に占め
る職員給与費比率Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

29年度 千円 千円 千円 ％ ％

44,194,740 9,797,829 8,400,213 19.0% 18.4

区　分 職員数 給　　　　　　　　与　　　　　　　　費 一人当たり （参考）
指定都市鉄道事業平均
一人当たり給与費Ａ 給　 料 職員手当 期末･勤勉手当 　　計　Ｂ 給与費 Ｂ／Ａ

29年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

970 3,632,198 2,002,059 1,257,352 6,891,609 7,105 7,512

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

横浜市（高速鉄道事業） 43.3 350,995 598,445

指定都市（鉄道事業）平均 46.1 369,926 623,417

区　　分

公　務　員

平均年齢 職員数 基本給
平均月収額

（Ｂ） 公務員（Ｃ） 民間（Ｄ）

（Ａ）

横浜市 37.4 198 307,635 527,557

542,300 0.97 6,330,384

参　　考

対応する
民間の
類似職種

平均年齢
平均月収額

Ａ／Ｂ
年収ベース（試算値）の比較

Ｃ／Ｄ

6,507,800

区　　分

民間

0.97

※　指定都市平均は、鉄道事業（運転手以外の職種を含む。）に係る値である。
※　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成27年～29年の３
　か年平均）
※　民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。
※　平均月収額には、期末・勤勉手当（民間は年間賞与）等を含む。
※　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍した試算値である。

横浜市 電車運転士 39.6
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③　職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

（29年度支給割合） （29年度支給割合）

期末手当　 勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・職務段階別加算　５～20％ ・職務段階別加算　５～20％

・管理職加算　13～25％ ・管理職加算　13～25％

（注）(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

　指定都市（鉄道事業）の１人当たり平均支給額は、1,704千円となっている。

イ　退職手当（30年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

その他の加算措置 その他の加算措置

・定年前早期退職特例措置（２～20％加算） ・定年前早期退職特例措置（２～20％加算）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、29年度に退職した職員に支給された平均額である。

　指定都市（鉄道事業）の１人当たり平均支給額は、17,518千円となっている。

ウ　地域手当（30年４月１日現在）

千円

　円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（30年４月１日現在）

千円

　円

　％

横浜市（高速鉄道事業） 横浜市（一般行政職）

１人当たり平均支給額（29年度） １人当たり平均支給額（29年度）

1,805 千円　 1,951 千円　

2.65 1.80 2.65 1.80

1.45 0.90 1.45 0.90

横浜市（高速鉄道事業） 横浜市（一般行政職）

18.368 27.397 18.368 27.397

27.788 35.397 27.788 35.397

39.7575 47.709 39.7575 47.709

39.7575 47.709 39.7575 47.709

3,577 20,075 603 22,040

支給実績（29年度決算） 604,402

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 590,813

支給対象地域 支給率 支給対象職員数
一般行政職の制度

（支給率）

全職員 16.00 1,069 16.00

支給実績（29年度決算） 33,614

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 105,373

職員全体に占める手当支給職員の割合（29年度） 31.2

手当の種類（手当数） 1

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（29年度決算）
左記職員に対する支給単価

宿泊手当 乗務員、技術現業職員 運転業務、保守業務 33,614 千円 １件あたり1,200円
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千円

千円

千円

千円

（注）１　時間外勤務手当には、休日給及び夜勤手当を含む。

カ　その他の手当（30年４月１日現在）

円

円

円

円

円

（注）　「③職員の手当の状況」における一般行政職とは、公営企業職員を除く横浜市職員をいう。

オ　時間外勤務手当

支給実績（29年度決算） 1,019,595

職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 973

支給実績（28年度決算） 1,031,187

職員１人当たり平均支給年額（28年度決算） 1,017

　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理
      職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

手　当　名 内容及び支給単価
一般行政職
の制度との

異同

一般行政職の
制度と異なる

内容

支給実績
（29年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額

（29年度決算）

扶養手当
扶養親族１人につき5,000円～
12,500円を支給（月額）

同じ － 124,963 千円 128,828

166,268

住居手当

借家・借間に居住する職員（40歳
未満）に対して、19,600円を支給
（月額）
※経過措置により30年度は40歳以
上の職員に対して、1,800円を支給
（月額）

同じ － 38,302 千円

－ 22,160 千円

39,487

通勤手当

通勤のため交通機関等を利用する
職員に対して、１か月に要する運
賃等の額に応じて55,000円を限度
に支給（月額)
通勤のため交通用具を使用する職
員に対して、距離に応じて2,000
円～32,100円を支給（月額）

同じ － 161,280 千円

1,007,273

休日給

正規の勤務時間内に休日勤務した
職員に対して、勤務１時間につ
き、勤務１時間当たりの給与額の
100/100を支給

異なる 支給割合
上記「オ　時間外勤

務手当」に含む
上記「オ　時間外勤

務手当」に含む

管理職手当

管理又は監督の地位にある職員に
対して、その職の特殊性に基づ
き、48,000円～156,000円を支給
（月額）

同じ

夜勤手当

正規の勤務時間として午後10時か
ら翌日の午前５時までの間に勤務
を命ぜられた職員に対して、勤務
１時間につき、勤務１時間当たり
の給与額の25/100を支給

同じ －
上記「オ　時間外勤

務手当」に含む
上記「オ　時間外勤

務手当」に含む

管理職員
特別勤務手当

臨時又は緊急の必要その他の公務
の運営の必要により、勤務を要し
ない日又は休日及び公休日以外の
日の午前零時から午前５時までの
間において１時間以上勤務した管
理又は監督の地位にある職員に対
して、4,000円～18,000円を支給

同じ － 0 千円 0
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(5) 病院事業

  　①　職員給与費の状況

ア　決算

（参考）

（注）１　資本勘定支弁職員に係る職員給与費197,463千円を含まない。

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、30年３月31日現在の人数である。

イ　 特記事項

なし

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（30年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

③　職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

（29年度支給割合） （26年度支給割合）

期末手当　 勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　５～20％ ・職務段階別加算　５～20％

・管理職加算　13～25％ ・管理職加算　13～25％

（注）(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

　指定都市（病院事業）の１人当たり平均支給額は、1,358千円となっている。

区　分 総費用
純損益又は
実質収支

職員給与費
総費用に占める職
員給与費比率

28年度の総費用に占め
る職員給与費比率Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

29年度 千円 千円 千円 ％ ％

33,666,443 -1,441,362 14,029,959 41.7 42.1

区　分 職員数 給　　　　　　　　与　　　　　　　　費 一人当たり （参考）
指定都市病院事業平均
一人当たり給与費Ａ 給　 料 職員手当 期末･勤勉手当 　　計　Ｂ 給与費 Ｂ／Ａ

29年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

1,537 5,520,458 3,373,896 2,705,304 11,599,658 7,547 7,270

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

横浜市（病院事業・医師） 43.4 543,259 1,341,257

横浜市（病院事業・看護師） 37.4 335,551 541,360

横浜市（病院事業・事務職） 40.7 384,062 551,739

指定都市（病院事業・医師）平均 45.5 560,866 1,397,754

指定都市（病院事業・看護師）平均 37.8 291,210 467,888

指定都市（病院事業・事務職）平均 42.6 358,095 568,575

横浜市（病院事業） 横浜市（一般行政職）

１人当たり平均支給額（29年度） １人当たり平均支給額（29年度）

1,750 千円　 1,951 千円　

2.65 1.80 2.65 1.80

1.45 0.90 1.45 0.90
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イ　退職手当（30年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

その他の加算措置 その他の加算措置

・定年前早期退職特例措置（２～20％加算） ・定年前早期退職特例措置（２～20％加算）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、29年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当（30年４月１日現在）

千円

　円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（30年４月１日現在）

千円

　円

　％

横浜市（病院事業） 横浜市（一般行政職）

18.368 27.397 18.368 27.397

27.788 35.397 27.788 35.397

39.7575 47.709 39.7575 47.709

39.7575 47.709 39.7575 47.709

1,049 17,659 603 22,040

支給実績（29年度決算） 916,562

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 575,007

支給対象地域 支給率 支給対象職員数
一般行政職の制度

（支給率）

全職員 16.00 1,594 16.00

支給実績（29年度決算） 260,627

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 296,842

職員全体に占める手当支給職員の割合（29年度） 55.1

手当の種類（手当数） 4

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（29年度決算）
左記職員に対する支給単価

夜間看護手当
病院の病棟に勤務する助
産師、看護師及び准看護
師

正規の勤務時間による勤
務が深夜帯において行わ
れる業務に従事

244,060 千円

１回3,500円（深夜の全部
を含む勤務である場合
3,800円加算、深夜におけ
る勤務時間が２時間に満
たない場合2,600円、特別
の事情のあるとき400円加
算）

分べん手当 病院に勤務する医師 分べん補助業務に従事 11,030 千円 １件10,000円

緊急呼出待機
手当

病院に勤務する医師及び
看護師

緊急時の診療業務に対応
するため自宅等に待機を
した場合

5,537 千円
医師　１回2,500円
看護師　１回2,000円

災害応急対策
等派遣手当

災害対策基本法第２条第１号に規定する災害が発生
した国内の本市の区域外に派遣され、災害応急対策
又は災害復旧のための業務に従事した職員

― 千円

日額　840円・1,680円

国際緊急援助隊の派遣に関する法律の規定に基づく
国際緊急援助隊の活動が行われる海外の地域に派遣
され、同法第２条に規定する国際緊急援助活動に従
事した職員

日額　4,000円
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千円

千円

千円

千円

（注）１　時間外勤務手当には、休日給及び夜勤手当を含む。

カ　その他の手当（30年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

（注）「③職員の手当の状況」における一般行政職とは、公営企業職員を除く横浜市職員をいう。

オ　時間外勤務手当

支給実績（29年度決算） 931,727

職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 679

支給実績（28年度決算） 930,235

職員１人当たり平均支給年額（28年度決算） 689

　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理
    　  職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

手　当　名 内容及び支給単価
一般行政職
の制度との

異同

一般行政職の
制度と異なる

内容

支給実績
（29年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額

（29年度決算）

扶養手当
扶養親族１人につき5,000円～
12,500円を支給（月額）

同じ － 90,111 千円

住居手当

借家・借間に居住する職員（40歳
未満）に対して、19,600円を支給
（月額）
※経過措置により30年度は40歳以
上の職員に対して、1,800円を支給
（月額）

同じ － 66,388 千円

通勤のため交通機関等を利用する
職員に対して、１か月に要する運
賃等の額に応じて55,000円を限度
に支給（月額)
通勤のため交通用具を使用する職
員に対して、距離に応じて2,000円
～32,100円を支給（月額）

同じ － 164,934 千円

189,308

157,690

592,708

585,997

124,667

管理職手当

管理又は監督の地位にある職員に
対して、その職の特殊性に基づ
き、職務の級及び職の区分に応じ
て、50,000円～161,500円を支給
（月額）

同じ － 118,097 千円 881,320

上記「オ　時間外勤
務手当」に含む

千円

上記「オ　時間外勤
務手当」に含む

778,217

日直・宿直手当

【日直】正規の勤務時間以外の時
間及び休日において、庁舎、設
備、備品、書類等の保全、外部と
の連絡及び庁内の監視に従事
【宿直】庁舎に宿泊して、日直と
同様の業務に従事した職員に対し
て、勤務１回につき6,400円（医師
等は15,400円）、従事した時間が
５時間未満の場合は3,200円（日直
に限る）を支給

同じ － 239,454 千円

正規の勤務時間内に休日勤務した
職員に対して、勤務１時間につ
き、勤務１時間当たりの給与額の
135/100を支給

同じ －

初任給調整手当
医師・歯科医師、看護師等に対し
て一定期間1,600円～306,000円を
支給（月額）

異なる 支給額

0

通勤手当

夜勤手当

正規の勤務時間として午後10時か
ら翌日の午前5時までの間に勤務を
命ぜられた職員に対して、勤務１
時間につき、勤務１時間当たりの
給与額の25/100を支給

同じ －
上記「オ　時間外勤

務手当」に含む

休日給

千円

上記「オ　時間外勤
務手当」に含む

0
管理職員

特別勤務手当

臨時又は緊急の必要その他の公務
の運営の必要により、勤務を要し
ない日又は休日において、４時間
以上勤務した管理又は監督の地位
にある職員に対して、8,000円～
12,000円（８時間以上勤務した場
合は、この額の150/100の額）を支
給

同じ －
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